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与那原町新庁舎等複合施設オフィス環境整備支援業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１．募集の目的 

   本業務は、新庁舎等複合施設の建設に際し、来庁者及び職員等にとって、快適で機能的なオフィ

ス環境を整備し、より一層の町民サービスの向上と事務の効率化につなげることを目的とする。な

お、業務の実施にあたっては、新庁舎等複合施設建設基本設計・実施設計に有効に反映させるとと

もに、現庁舎の文書や備品等の現状把握、住民の利便性に配慮した窓口レイアウト、効率性と可変

性を備えた各課レイアウト、諸室配置の最適化を目標に、各個別要件について実施する。 

２．業務概要 

（１）委託業務名称 

     与那原町新庁舎等複合施設オフィス環境整備支援業務委託 

（２）業務の内容 

別紙「与那原町新庁舎等複合施設オフィス環境整備仕様書」のとおり 

 （３）委託期間 

契約締結日から平成３１年３月２０日まで 

（４）委託限度額 

    ５，９１８,４００円（消費税及び地方消費税を含む） 

 （５）事務担当課 

     与那原町役場公共施設課（担当：宮城） 

     〒901-1392 沖縄県島尻郡与那原町字上与那原 16番地 

     電話番号  ０９８－９４５－８８８３（内線２４１） 

     ＦＡＸ番号  ０９８－９４６－４５９７ 

     電子メール yona.shisetsu@town.yonabaru.okinawa.jp 

 

３．参加資格 

   本プロポーザルに参加できる者は、次に揚げる要件のいずれにも該当する者とする。 

（１）沖縄県内に本社、営業所又は支社を有していること。 

（２）本業務の遂行にあたり、専門的かつ十分な能力を有し、国・地方公共団体などが発注する本 

業務と同種または類似した業務実績を自社または協力会社が有すること。 

（３）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号。以下「政令」という。）第 167条の４第１項の 

規定に該当しない者であること。 

 （４）国税、県税、市町村税について滞納のないこと。 

 （５）会社更生法（平成 14年法律第 154号）、民事再生法（平成 11年法律第 255号）に基づく再 

生又は再生手続きを行っていないこと。 

 （６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第２号に 

規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う者で 

ないこと。 
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４．実施スケジュール 

 （１）公募公告       平成３０年 ８月２２日（水） 

 （２）参加表明書提出期間  平成３０年 ８月２２日（水）～８月２８日（火） 

 （３）質問書提出期間    平成３０年 ８月２２日（水）～８月２８日（火） 

 （４）質問書回答日     平成３０年 ８月２９日（水） 

（５）一次審査（書類審査） 平成３０年 ８月３１日（金） 

（６）企画提案書の通知   平成３０年 ９月 ３日（月） 

 （７）企画提案書提出期間  平成３０年 ９月 ３日（月）～９月１１日（火） 

 （８）プレゼンテーション  平成３０年 ９月１３日（木）（予定） 

 （９）審査結果通知     平成３０年 ９月中旬 

 

５．参加表明書等の提出 

  本プロポーザルに参加し、提案書等の提出をする者は、次の参加表明書等を提出しなければなら

ない。 

 （１）提出様式及び部数 

    ア プロポーザル参加表明書（様式第２号） １部 

    イ 会社概要書（別紙１）         １部 

    ウ 業務に関する実績（別紙２）      １部 

エ 本業務の実施体制（別紙３）      １部 

     ※業務の役割分担等が分かるような体制表（図）も添付すること。 

オ 参加資格チェックリスト（別紙４）   １部 

 

 （２）提出先 

    本実施要領で定める事務担当課（与那原町公共施設課）へ提出すること。 

 （３）提出期間 

    平成３０年８月２２日（水）～ ８月２８日（火） 

 （４）提出方法 

    持参又は郵送（いずれの方法でも提出期限までに必着）すること。 

  

６．質問の受付及び回答 

 （１）本業務に関し質問がある場合は、必ず質問書（別紙９）により提出すること。 

口頭による質問は受け付けない。また、質問の内容は、参加表明書及び企画提案書の    

作成及び業務実績に係る条件等に限るものとする。なお、本業務に係る説明会は開催しない。 

 （２）提出先 

    本実施要領で定める事務担当課（与那原町公共施設課）へ提出すること。 

 （３）提出期間 

    平成３０年８月２２日（水）～８月２８日（火） 

 （４）提出方法 

    質問書（別紙９）により、持参、郵送、メール、ＦＡＸにて提出すること。 
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 （５）回答方法 

    平成３０年８月２９日（水）までに企画提案参加業者全てにメールもしくはＦＡＸにて回答

します。 

７．企画提案書等の提出 

 （１）提出書類 

    ア 企画提案書提出届（別紙５） 

    イ 企画に対する提案（任意様式）※（各テーマごとにＡ４もしくはＡ３の 1枚以内） 

      テーマ 1：庁舎と町民ホールの一体的整備のメリットを活かした、利用しやすく、    

機能的で柔軟性と経済性を兼ね備えたオフィスについての提案 

      テーマ 2：全ての町民・利用者にとって、分かりやすく、利用しやすい環境及び町民協

働スペースや町民交流等の空間の創出についての提案 

テーマ 3：現況調査、什器備品、整備計画の各業務に対して、過去の実績から本事業有

効と思われる具体的方策についての提案 

    ウ 管理担当責任者の経歴及び実績等調書（別紙６） 

    エ 主要担当者・その他の担当者の経歴及び実績等調書（別紙７） 

    オ 工程表（任意様式） 

    カ 提案見積書（別紙８） 

     ※本業務の委託限度額５，９１８,４００円（消費税及び地方消費税を含む）以内 

     ※仕様書及び企画提案書の内容に応じた見積内訳を添付 

     ※提出された見積書については、契約額ではありません。契約の際には、提案のありまし 

た見積額を上限として、契約内容協議の上、再度見積書を頂きます。 

 （２）提出先 

    本実施要領で定める事務担当課（与那原町公共施設課）へ提出すること。 

 （３）提出期間 

    平成３０年９月３日（月）～９月１１日（火） 

 （４）提出方法 

    持参又は郵送（いずれの方法でも提出期限までに必着）すること。 

 （５）提出部数等 

    正本１部 副本１０部 

※全てＡ４版片とじ・縦型・横書きとする。（Ａ３版の資料は、Ａ４版サイズの折込とじ 

とする。）また、正確かつ簡潔な内容とし、提出が求められていない資料を添付する場合、 

過大なものとならないよう留意すること。 

 （６）その他 

    提出された企画提案書は返却しない。 

８．審議及び受託候補者の選定 

（１）選定委員会の設置 

企画提案書の審査、評価及び最も優れた事業者の選定等は、「与那原町公募型プロポーザル 

方式による提案者選定等に関する要綱」に基づき設置する提案者選定委員会（以下「選定委員 

会」という。）によって審議を行う。 
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（２）審議 

提出された書類に選定委員会は一次審査（書類審査）を行い、プレゼンテーションの対象と

する応募者をあらかじめ選定（三社程度）します。提出された提案書に基づきプレゼンテーシ

ョンを行い、各選定委員の採点合計点により、提案書の中から第一位のものを決定する。 

ア 開催日時 平成３０年９月１３日（木）午後１時～３時（予定） 

※日時及び場所等については参加業者数等により変更する場合もあるため別途連絡する。 

イ 開催場所 沖縄県島尻郡与那原町字上与那原１６－２番地 

       与那原町社会福祉センター２階 

ウ 出 席 者 各社３名以内 

 ※本業務委託の管理担当責任者若しくは主要担当者及びその他の担当者が出席すること 

エ 発表時間 各社２５分程度（事業者説明１５分、質疑１０分を予定） 

オ そ の 他 プレゼンテーションの順番は提案書の提出順とし、パソコン、プロジェク 

ター等を利用する場合は、提案者側で準備すること 

（３）評価基準 

提案書を採用するための評価基準は、「与那原町新庁舎等複合施設オフィス環境整備支援業

務委託に係るプロポーザル評価審査基準」の別紙１０に掲げる評価項目・配点等に従い、採点

した結果を合計する。 

（４）選定方法 

選定委員会は、評価結果を速やかに集計し、各選定委員の採点の合計点により応募者に優先 

順位を付与し、受託候補者を選定し、最も高い評価点を獲得した応募者が複数となった場合は、 

次の各号に定める順に同評価の者がいなくなるまで選定する。 

ア 最も高い評価点を獲得した評価項目数の多い者 

イ 選定委員会の審議 

（５）審査結果の通知 

選定委員会の報告を受け、選定委員会において、評価が適正に行われたことを審査及び確認 

した上で、評価委員会が第一位として決定したものを受託候補者として特定し、提案者すべて 

に結果通知書（様式第７号）により通知するほか、町ホームページで公表する。 

 

９．プロポーザルの無効 

次に該当する場合は、無効とする。 

（１）企画提案書等の必要書類を提出期間内に提出しない場合 

（２）企画提案参加申出書の提出時から委託業者の決定までの期間に、応募者が３で定める参加資 

格を満たしていないことが明らかになった場合 

（３）プレゼンテーション及びヒアリング審査を欠席又は遅刻した場合 

（４）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（５）前各号に定めるもののほか、著しく信義に反する行為等があった場合 
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１０．契約の方法 

特定された業者と契約金額及び仕様等について必要に応じて調整し、双方合意した時点で委託 

契約を締結する。 

（１）下記のいずれかに該当し、最優秀者から見積徴取及び委託契約が締結できない場合は、次点 

者を受託候補者として再特定するものとする。 

    ア 受託候補者が、地方自治法施行令第 167 条の４に規定する者に該当することになった

場合 

イ 受託候補者が、与那原町から指名停止を受けることとなった場合 

ウ 受託候補者の見積徴取の結果、委託契約の締結ができなかった場合 

エ 受託候補者が、本委託契約の締結を辞退した場合 

オ その他の理由により、受託候補者と委託契約の締結が不可能となった場合 

 （２）委託契約金額 

与那原町の定める本契約に係る予定額の範囲内とする 

 （３）契約内容等 

    本契約は、与那原町契約規則等によるものとする 

 

１１．その他 

（１）受託業者確定後に契約対象となる業務内容は、提案書等の記載内容及びプレゼンテーション

等の内容に拘束されないものとする。 

（２）プロポーザルの提出後、本町の判断により補足資料の提出を求めることがある。 

（３）提出されたプロポーザルは、公正性、透明性を期すため、「与那原町情報公開条例」等関連 

規定に基づき公開することがある。 

（４）提出された書類は、プロポーザルの特定を行うために必要な範囲又は公開等の際に複製を作 

成することがある。 

（５）採用されなかった提案書等は、提出者に返却しないものとする。 

（６）提出した提案書等を本町の了解なく公表、使用してはならない。 

（７）提案書等の作成、提出及びプレゼンテーションに要する費用は、提出者の負担とする。 

（８）業務委託契約締結の段階で、業務委託条件・仕様等は、若干の修正を行うことがある。 

 

１２．受託者の責務 

 （１）受託者は、業務の遂行上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。また、業務実施に際し 

ては、企業としての中立を遵守すること。 

 （２）受託者は、本業務に係る全部を第三者に再委託することはできない。 


